＜国交省申し入れに対する回答＞
・港湾運送事業基盤の安定に資する課題

（１）港湾専業への下払い、港湾料金の適正収受に係る課題解決など、安定的かつ持続可能な港湾運営を実現するため、貴省を中心に検証委員会を創設し、認可料金制度の復活に向けた法整備に繋げること。
＜回答＞

※　港湾運送事業法は下請けに係る行為等について規定していますが、下払費に係る不公正な取引関係については、港湾運送事業法ではなく下請法（下請代金支払遅延等防止法）が適用されている。
　※　国土交通省は、公正取引委員会から調査協力依頼があった場合は、元請事業者、又は下請事業者に対して報告聴取、又は立入調査を行うことができるので、そのような場合は、事業所管省庁として公正取引委員会にしっかりと協力していく。
　※　不公正な取引に関する情報については、公正取引委員会に通報窓口・相談窓口が設けられているので、そちらに情報をお寄せいただきたい。また、本件に関連して、行政処分等のホームページでの公表については、これを必須とする方向で検討を行って参りたい。

・港湾政策に係る諸問題

（２）国際バルク戦略港湾政策により、地方港では既に港湾労働者の雇用・職域が脅かされ、港湾労働者・事業者が不利益を被る事態が生じている為、貴省を含む四者協議を早急に設置すること。
＜回答＞
　※　国際バルク戦略港湾政策は、大型船が入港できる港湾を拠点的に整備し、大型船を活用した共同輸送と、複数港寄りや内航船への積み替え輸送により、国全体として安定的かつ効率的な海上輸送網の形成を図る海上輸送ネットワークの効率化のための政策である。
　※一方、地方の港の振興も重要な事項と考えており、引き続き、それぞれの港湾管理者等と連携して取り組んでいく。
（３）RTG遠隔操作導入に関する応募を撤回すると共に、港湾労使の合意が整わない申請は取り扱わないこと。
＜回答＞
※　労働力不足に加え、コンテナ船の大型化やターミナルゲート前でのトラックの長時間待機などの背景もあり、港湾労働の担い手を確保していくためにも労働環境の改善は重要な課題である。
※　このような中、遠隔操作RTG の導入は、労災の防止のみならず、快適な室内での作業が可能となることに伴い、労働環境の改善にもつながるものと考えています。
※　本年度はすでに補助金の交付決定を申請者に通知済みであり、公募の撤回はできないが、雇用への影響に対する懸念の声を踏まえ、次回の公募については、募集要領の見直しを行いたいと考えている。

　※　さらに、これに加え、労使間の合意形成が円滑に行われるような施策についても検討していきたいと考えており、この点についても労使と議論を重ね、できるだけ早く具体化できるように努力していきたい。
・港湾労働者の雇用と職域に係る問題

（４）港頭地域に隣接する地区での港湾運送事業行為によるダンピング防止の為、港頭地区指定範囲見直し(港労法と港頭地域範囲の統一等)検討、港湾倉庫内作業の港湾運送事業法適用を行い、港労法との整合性を図ること。尚、港頭地域指定については、港運事業者団体及び港湾労働組合と貴省を含めた関係省庁による“あり方検討会(仮称)“を設置すること。
＜回答＞

※（ここでいう「港頭地区」が港湾法でいう「臨港地区」であると解したうえで）臨港地区は、港湾の管理運営を円滑に行うため、水域である港湾区域と一体的に機能すべき陸域として港湾管理者が指定するものであるなど、あくまでも港湾管理上の必要により指定されるもので、さらに臨港地区は、その指定によって、港湾機能を阻害しかねない構築物の建設の制限等の私権の制限を伴うことなどから、当該港湾の管理運営に必要な最小限のものでなければならないとされている。以上のことから、港湾労働者の職域拡大の観点から、港頭地区を拡大することは、本来の臨港地区指定の趣旨とそぐわないものと思料される。
※　また、港湾倉庫内の作業については、港頭地区における業務は多岐にわたっている。その中で倉庫業と港湾運送事業はこれまで５０年以上の歴史を重ね、それぞれの実情を踏まえながら一定の境目をつけて運用されてきたところであり、これらを全て港湾運送事業とすることは困難であると考えている。今後とも、お互いの秩序の維持を図りながら、運用していくことが必要と考えている。
（５）コンテナターミナルゲートに於ける作業は、港湾運送作業行為が望ましいとする見解を貴省が示していた。実態として受け渡し行為が発生することから、港湾運送事業者の職域として法的整備を行うこと。

＜回答＞

　※　我が国では、日本国憲法上、職業選択の自由などが保障されており、「公共の福祉」に反しない限り、国民は規制されず活動する自由を有するものとされている。
　※　ダメージチェック、シールチェック等に対して、法律上の規制を行うべきか否かについて検討する場合には、例えば、規制を行わないことによって「公共の福祉」が害されているか否か等が論点となる。その上で、国会で過半数以上の賛成を得る必要がある。
　※　現状において、当省で把握している情報の限りでは、規制の必要性について広く関係者の理解を得ることは難しいと考えている。
・安全・安心の諸施策
（６）フレキシブルバッグを国内での海上コンテナ輸送等で使用させない措置として、タンクコンテナの推奨を進め、関係省庁と連携のうえ法的整備を行うこと。

＜回答＞

　※　平成２６年８月に発生した、フレキシタンクから米油が漏えいした事故については、事業用自動車事故調査委員会が調査を行い、平成２７年１０月に報告書をとりまとめ公表している。
　※　同委員会の報告書によると、米油を輸送中、急ブレーキをかけた際に、フレキシタンク内の米油が前方に移動してフレキシタンク上面に大きな力がかかったことにより、フレキシタンク上面の一部が損傷した可能性が考えられるほか、当該事業者においては運転者に対し、漏えい事故が起きた際の対処方法についての指導が不十分であったことが、被害の拡大につながった可能性があると分析された。
　※　また、報告書には、再発防止策として、国際海上コンテナを輸送する場合、コンテナの重量、品目等の情報を収集し、運転者に対し点呼時にこれら運行に必要な事項を指示するなど、国際海上コンテナの安全輸送における運行指示の徹底が示された。
　※　国土交通省では、国際海上コンテナの陸上輸送の安全対策について万全を期すため、関係省庁を含む関係者で組織される「国際海上コンテナの陸上運送に係る安全対策会議」において、平成２５年６月末に安全輸送ガイドライン及び安全輸送マニュアルをとりまとめ、これに基づく取組を平成２５年８月より開始した。本ガイドライン等では、コンテナ情報の伝達や荷主を含むすべての関係者の役割について定めるほか、貨物輸送ユニットの収納のための行動規範の内容についても盛り込んでいる。
　※　更に、フレキシタンクからの漏えいを防止するため、本マニュアルに、フレキシタンクを用いる際に確認すべき内容として、十分な強度を有するものを使用すること、取り付ける前に、コンテナ内を清掃しながら、釘などの突起物がないことを確認すること、段ボールでコンテナの床と壁を覆うなど適切な積付けを実施することを明記することなどを、「国際海上コンテナの陸上輸送に係る安全対策会議」において決定し、昨年４月に改訂したところである。
　※　国土交通省では、フレキシタンクを含む国際海上コンテナの安全輸送のためには、まずはマニュアルの内容について周知徹底を図ることが重要であると考えており、引き続き関係省庁で連携し、マニュアルの内容について、安全対策会議や地方連絡会議等を通じて周知を図っていく。

（７）港湾に於ける石綿被災について貴省として国の責任を認め、厚生労働省と連携のうえ、四者協議の早期開催と共に、港湾労働石綿被災補償制度を確立すること。

＜回答＞

　※　港湾労働者の労働災害の防止は重要な課題であり、適切な労働環境の確保は大変重要であると認識しているので、国土交通省としては、労働災害に関することを所掌している厚生労働省に対し、港湾運送事業の事業所管省庁として必要な協力を行っていく。
　※　また、四者協議につきましても、厚生労働省の主催により、平成２１年から開催されたところですが、四者協議が再開された場合は、国土交通省としても、引き続き参加していきたいと考えており、厚生労働省にもその旨を伝えている。
　※　なお、労働災害の救済の観点から港湾労使により設立された「港湾石綿いしわた対策基金」につきましては、労働者の石綿健康被害について所管している厚生労働省にご相談頂きたい。
・働き方改革について

（８）港湾労働の特殊性である波動性に鑑み「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」ついて、港湾運送事業者・港湾労働者については、適用除外とすること。
＜回答＞

　※　本年４月に施行された改正労働基準法により、時間外労働の上限規制に関しては、36協定でも超過することができない罰則付きの規定が設けられており、大企業については本年４月から適用、中小企業については来年４月から適用されることとなっている。ご承知のように、労働基準法は厚生労働省の所管であり、国土交通省は港湾運送事業の事業所管省庁として、労働基準法の施行に協力する立場になる。
　※　政府としては、過労死等の防止対策に全力を挙げて取り組んでいるところであり、港湾運送事業者においても、時間外労働の上限規制に対応できるよう、対応を進めていただきたいと考えている。
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